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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光線に平行な駆動軸を有し、該駆動軸に沿って光学部材を駆動するアクチュエータと、
　駆動される前記光学部材を案内するガイド部とを備え、
　前記光学部材は異なる機能を有する第１可動レンズと第２可動レンズとを有し、
　前記ガイド部の案内によって前記光学部材の各可動レンズの光軸を前記光線にそれぞれ
合致させる光学装置であって、
　前記ガイド部は、前記第１可動レンズの光軸が前記光線に合致した第１ポジションに前
記光学部材を案内する第１真直部と、前記第２可動レンズの光軸が前記光線に合致した第
２ポジションに前記光学部材を案内する第２真直部と、前記第１真直部と前記第２真直部
とを繋ぐ屈曲部と、を有し、
　前記第１真直部と前記第２真直部とは、前記光線に平行な方向に延設されていることを
特徴とする光学装置。
【請求項２】
　前記第１可動レンズと前記第２可動レンズとは光軸をそれぞれ有し、前記各光軸は前記
駆動軸を中心とする同一円弧上に位置しており、前記光学部材は前記ガイド部の屈曲部の
案内によって前記駆動軸を中心に回動することを特徴とする請求項１に記載の光学装置。
【請求項３】
　前記光学部材を駆動するアクチュエータは、
　前記駆動軸と、
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　前記駆動軸の端部に伸縮方向一端が固定され、電圧印加により伸縮する電気機械変換素
子と、
　前記駆動軸に摩擦力で係合し、前記電気機械変換素子の伸縮によって前記駆動軸が変位
することで前記駆動軸に沿って移動する可動部材とから構成され、
　前記光学部材が前記可動部材であるか、または、前記可動部材に連結されていることを
特徴とする前記請求項１または２に記載の光学装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光学装置に関し、より詳しくは、例えばＣＤやＤＶＤ用の光ピックアップ装
置に好適に使用できる光学装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、ＣＤおよびＤＶＤ用の光ピックアップ装置において、図１０に示すような光学装
置１００が用いられている。光学装置１００は、矩形状のベース部材１０２を備えている
。ベース部材１０２の一辺縁部には、固定レンズ１０４が保持されている固定レンズ保持
壁１０６が立設されている。
【０００３】
　固定レンズ保持壁１０６には、圧電アクチュエータ１０８の例えば円柱状の重り１１０
が固定されている。圧電アクチュエータ１０８は、前記重り１１０と、前記重り１１０に
伸縮方向一端が固定された電気機械変換素子である圧電素子１１２と、圧電素子１１２の
伸縮方向他端に固定された例えば丸棒状の駆動軸１１４とからなっている。駆動軸１１６
は、ベース部材１０２に所定間隔を置いて立設された支持壁１１６，１１８をそれぞれ貫
通して摺動可能に支持されている。圧電素子１０８は、図示しない駆動回路から電圧が印
加されることによって伸縮するようになっている。
【０００４】
　光学装置１００は、可動レンズ１２０を保持した可動部材１２２を有している。可動部
材１２２の一端には、くさび状の切り込み部１２４が形成されており、この切り込み部１
２４が圧電アクチュエータ１０８の駆動軸１１４の外周面に係合している。また、可動部
材１２２の切り込み部１２４と協働して駆動軸１１４を挟み込むように摩擦部材１２６が
設けられている。摩擦部材１２６は、図示しないコイルばねや板ばね等の弾性部材を介し
て可動部材１２２に連結されている。これにより、可動部材１２２は、前記弾性部材の付
勢力によって駆動軸１１４に対して付勢されることで、所定の摩擦力でもって駆動軸１１
４に摩擦係合している。
【０００５】
　可動部材１２２において、可動レンズ１２０を挟んで切り込み部１２４と反対側の端部
には、Ｕ字状の切り込み部１２８が形成されている。前記切り込み部１２８には、例えば
真っ直ぐな丸棒状の規制部材１３０が緩く嵌り込んでいる。規制部材１３０は、圧電アク
チュエータ１０８の駆動軸１１４と平行な状態で、その両端が固定レンズ保持壁１０６と
ガイド部材支持壁１３２とにそれぞれ固定されている。規制部材１３０が切り込み部１２
８に遊嵌していることで、可動部材１２２は圧電アクチュエータ１０８の駆動軸１１４を
中心として回転するのが規制されている。
【０００６】
　前記構成からなる光学装置１００では、可動レンズ１２０の光軸が固定レンズ１０４の
光軸Ｌに常に合致した状態で、可動部材１２２は圧電アクチュエータ１０８によって光軸
方向に駆動されるようになっている。
【０００７】
　続いて、圧電アクチュエータ１０８の駆動原理について説明する。
　図１１は、圧電素子１１２が一回伸縮したときの各状態を示す。例えば、立ち上がり部
が緩やかで立ち下がり部が急な三角波形からなるパルス電圧を圧電素子１１２に印加する
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と、圧電素子１１２は緩慢な伸長と急速な収縮を繰り返して振動する。
【０００８】
　図１２は圧電素子１１２の伸縮が繰り返されたときの駆動軸１１４の軸変位を示す。こ
の軸変位は、立ち上がり部が緩やかで立ち下がり部が急ないわゆる鋸歯状になっており、
Ｄ，Ｅ，Ｆの各状態が図１１中のＤ，Ｅ，Ｆの各状態に対応している。状態Ｄを初期状態
とすると、圧電素子１１２が緩慢に伸長するときに駆動軸１１４とこれに摩擦係合する可
動部材１２２は一緒に比較的緩やかな速度で状態Ｅに変位する。続いて、圧電素子１１２
が急速に収縮するときに、駆動軸１１４の変位が比較的速い速度で元の位置に戻るため、
可動部材１２２と駆動軸１１４との間で滑りが生じ、可動部材１２２は少しだけ戻った状
態Ｆになる。この状態Ｆでは、初期状態である状態Ｄに比べると、可動部材１２２の位置
が繰り出し方向（すなわち圧電素子１１２から離れる方向）に少しだけ変位している。こ
のような圧電素子１１２の伸縮が繰り返されることにより、可動部材１２２は駆動軸１１
４に沿って繰り出し方向に駆動される。
【０００９】
　一方、上述したのとは逆の原理で可動部材１２２は駆動軸１１４に沿って戻り方向（す
なわち圧電素子１１２に近づく方向）に駆動される。すなわち、圧電素子１１２が急速な
伸長と緩慢な収縮を繰り返すとき、駆動軸１１４の変位は図１２に示すものとは逆に立ち
上がり部が急で立ち下がり部が緩やかな鋸歯状になる。これにより、可動部材１２２は、
圧電素子１１２が急速に伸長するときに駆動軸１１４との間で滑りが生じ、圧電素子１１
２が緩慢に収縮するときに可動部材１２２が駆動軸１１４と一緒に戻り方向に変位し、こ
れが繰り返されることで可動部材１２２は戻り方向に移動する。
【００１０】
【特許文献１】特開２００４－３９０６８号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　前記光学装置１００によるＣＤ・ＤＶＤ用の光ピックアップ装置においては、可動部材
１２２の駆動ストローク範囲内の複数の所定箇所で可動レンズ１２０を位置決めすること
により、複数の波長のレーザの収差補正が可能になり、１つの光学系で複数の記録媒体に
対応することが可能であった。
【００１２】
　例えば、図１０中において、矢印Ａ位置近傍で可動部材１２２を微小位置決めすること
で青色ＤＶＤ用レーザの収差補正を行い、矢印Ｂ位置近傍で可動部材１２２を微小位置決
めすることで赤色ＤＶＤ用レーザの収差補正を行い、矢印Ｃ位置近傍で可動部材１２２を
微小位置決めすることでＣＤ用レーザの収差補正を行う。
【００１３】
　しかしながら、光ピックアップ装置の小型化および高精度化が進むにつれて、単一の光
学素子で複数波長のレーザについて収差補正を行うのが困難になってきた。
【００１４】
　つまり、光学系が小型化されることによって、光学性能を確保するための許容誤差が、
従来の光学素子の製造誤差や光学装置の組立誤差よりも小さくなるため、新たな製造方法
や組立方法を確立する必要が生じてきた。このような新しい方法を確立するためには多大
な投資が必要であり、例え確立したとしても光学装置のコストアップは避けられない。
【００１５】
　そこで、本発明は、コストアップを生じない簡単な構成で、複数の波長の光線について
高精度の収差補正が可能な光学装置を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　前記課題を解決するために、本発明の光学装置は、光線に平行な駆動軸を有し、該駆動
軸に沿って光学部材を駆動するアクチュエータと、
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　駆動される前記光学部材を案内するガイド部とを備え、
　前記光学部材は異なる機能を有する第１可動レンズと第２可動レンズとを有し、
　前記ガイド部の案内によって前記光学部材の各可動レンズの光軸を前記光線にそれぞれ
合致させる光学装置であって、
　前記ガイド部は、前記第１可動レンズの光軸が前記光線に合致した第１ポジションに前
記光学部材を案内する第１真直部と、前記第２可動レンズの光軸が前記光線に合致した第
２ポジションに前記光学部材を案内する第２真直部と、前記第１真直部と前記第２真直部
とを繋ぐ屈曲部と、を有し、
　前記第１真直部と前記第２真直部とは、前記光線に平行な方向に延設されていることを
特徴とするものである。
【００１７】
　本発明の光学装置において、前記第１可動レンズと前記第２可動レンズとは光軸をそれ
ぞれ有し、前記各光軸は前記駆動軸を中心とする同一円弧上に位置しており、前記光学部
材は前記ガイド部の屈曲部の案内によって前記駆動軸を中心に回動するようにしてもよい
。
【００２０】
　また、本発明の光学装置において、前記光学部材を駆動するアクチュエータは、前記駆
動軸と、
　前記駆動軸の端部に伸縮方向一端が固定され、電圧印加により伸縮する電気機械変換素
子と、
　前記駆動軸に摩擦力で係合し、前記電気機械変換素子の伸縮によって前記駆動軸が変位
することで前記駆動軸に沿って移動する可動部材とから構成され、
　前記光学部材が前記可動部材であるか、または、前記可動部材に連結されていてもよい
。

【００２３】
　なお、本発明における光線の例としては、レーザ光線が挙げられるが、これに限らず、
他の光線（例えば撮影装置においては被写体からの光線）であってもよい。
【発明の効果】
【００２４】
　本発明の光学装置によれば、ガイド部材で光学部材を案内することによって、光学部材
に設けた異なる機能を有する複数の機能部を光線にそれぞれ合致させるようにしたので、
波長の異なる複数の光線についてそれぞれ最適な機能部で高精度の収差補正を行うことが
できる。また、ガイド部材は従来からの規制部材を応用することができるので、コストア
ップを招くこともない。
【００２５】
　また、本発明の別態様の光学装置によれば、ガイド部材で光学部材を案内することによ
って、光学部材に設けた１つの機能部の光軸を複数の光線にそれぞれ合致させるようにし
たので、波長の異なる複数の光線について常に機能部の光軸位置で高精度の収差補正を行
うことができる。また、ガイド部材は従来からのアクチュエータの駆動軸を応用すること
ができるので、コストアップを招くこともない。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２６】
　以下に、本発明の実施の形態について添付図面を参照して説明する。
　図１は、本発明の第１実施形態である光学装置１の斜視図である。なお、光学装置１は
、背景技術として上述した光学装置１００とほぼ同様の構成を備えているため、同一部材
には１００だけ引いた数の符号を付して、その詳細な説明を省略する。
【００２７】
　光学装置１は、くさび状の切り込み部２４およびＵ字状の切り込み部２８を両端部に有
する略扇状の可動部材（光学部材）４０を備えている。可動部材４０は、重り１０、圧電
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素子１２および駆動軸１４とともに、アクチュエータ８の一部を構成する。可動部材４０
には、例えば屈折率等の機能が異なる第１可動レンズ（機能部）４２と第２可動レンズ（
機能部）４４が保持されている。第１可動レンズ４２および第２可動レンズ４４は、各光
軸が駆動軸１４を中心とする同一円弧上に位置するように配置されている。
【００２８】
　また、光学装置１は、前記光学装置１００の規制部材１３０に代えて、例えば丸棒状の
ガイド部材４６を備えている。ガイド部材４６は、可動部材４０のＵ字状切り込み部２８
に緩く嵌り込んでいる。ガイド部材４６は、その両端側に位置する第１真直部４８および
第２真直部５０と、その間を滑らかな線状につなぐ屈曲部５２とからなっている。前記第
１真直部４８および第２真直部５０は、アクチュエータ８の駆動軸１４とそれぞれ平行に
なっているが、固定レンズ４の光軸方向から見たときの位置が例えば上下方向に互いにず
れた位置になっている。
【００２９】
　ガイド部材４６がこのように構成されることで、アクチュエータ８によって可動部材４
０が駆動軸１４に沿って駆動されるとき、可動部材４０はガイド部材４６で案内されるこ
とによって駆動軸１４を中心に回動するようになっている。より具体的には、可動部材４
０は、ガイド部材４６の第１真直部４８によって案内されるときには、図２（ａ）に示す
ように、第１可動レンズ４２の光軸４３が固定レンズ４の光軸Ｌと合致した第１ポジショ
ンを採る。なお、第１ポジションにある可動部材４０がベース部材２に干渉しないように
、ベース部材２には矩形状の開口部３が形成されている。
【００３０】
　一方、第１ポジションにある可動部材４０がアクチュエータ８によって駆動軸１４に沿
って繰り出し方向に駆動されると、可動部材４０はガイド部材４６の第１真直部４８から
屈曲部５２を経て第２真直部５０によって案内されるようになる。この場合、ガイド部材
４６の屈曲部５２によって案内されるときに、可動部材４０は駆動軸１４を中心に回動し
て、図２（ｂ）に示すような第２ポジションになる。この第２ポジションでは、第２可動
レンズ４４の光軸４５が固定レンズ４の光軸Ｌと合致した状態になる。
【００３１】
　なお、本実施形態の光学装置１では、レンズ４２，４４を保持した光学部材自体が可動
部材４０であるものとしたが、レンズを保持する光学部材がアクチュエータ８によって駆
動される可動部材に連結されるようにしてもよい。
【００３２】
　続いて、前記構成からなる光学装置１の動作について説明する。
　アクチュエータ８による可動部材４０の駆動原理は、背景技術として上述した光学装置
１００と全く同様である。すなわち、例えば立ち上がり部が緩やかで立ち下がり部が急な
三角波形からなるパルス電圧が圧電素子１２に印加されると、圧電素子１２は緩慢な伸長
と急速な収縮を繰り返して振動する。このとき、駆動軸１４の軸変位は、立ち上がり部が
緩やかで立ち下がり部が急ないわゆる鋸歯状になっている。圧電素子１２が緩慢に伸長す
るときに駆動軸１４とこれに摩擦係合する可動部材４０は一緒に比較的緩やかな速度で繰
り出し方向に変位する。続いて、圧電素子１２が急速に収縮するときに、駆動軸１４の変
位が比較的速い速度で元の位置に戻るため、可動部材４０と駆動軸１４との間で滑りが生
じ、可動部材４０は少しだけ戻った状態になる。この状態では、初期状態に比べると、可
動部材４０の位置が繰り出し方向に少しだけ変位している。このような圧電素子１２の伸
縮が繰り返されることにより、可動部材４０は駆動軸１４に沿って繰り出し方向に駆動さ
れる。
【００３３】
　一方、上述したのとは逆の原理で可動部材４０は駆動軸１４に沿って戻り方向に駆動さ
れる。すなわち、圧電素子１２が急速な伸長と緩慢な収縮を繰り返すとき、駆動軸１４の
変位は立ち上がり部が急で立ち下がり部が緩やかな鋸歯状になる。これにより、可動部材
４０は、圧電素子１２が急速に伸長するときに駆動軸１４との間で滑りが生じ、圧電素子
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１２が緩慢に収縮するときに可動部材４０が駆動軸１４と一緒に戻り方向に変位し、これ
が繰り返されることで可動部材４０は戻り方向に駆動される。
【００３４】
　このようにして可動部材４０は、図３に示すように、ガイド部材４６によって案内され
ながら駆動ストローク範囲Ｇにわたって駆動されるが、そのうち範囲Ｈにおいては、可動
部材４０はガイド部材４６の第１真直部４８によって案内されて第１ポジションにある（
図２（ａ）参照）。この第１ポジションでは第１可動レンズ４２が光線に合致するように
なっており、この状態で可動部材４０が範囲Ｈ内で位置決め調節されることにより、例え
ば青色ＤＶＤ用レーザ光線が固定レンズ４および第１可動レンズ４２によって収差補正さ
れる。
【００３５】
　また、可動部材４０の駆動ストローク範囲Ｇのうち範囲ＩおよびＪでは、可動部材４０
はガイド部材４６の第２真直部５０によって案内されて第２ポジションにある（図２（ｂ
）参照）。この第２ポジションでは第２可動レンズ４４が光線に合致するようになってお
り、この状態で可動部材４０が範囲Ｉ内で位置決め調節されることで例えば赤色ＤＶＤ用
レーザ光線が固定レンズ４および第２可動レンズ４４によって収差補正され、可動部材４
０が範囲Ｊ内で位置決め調節されることで例えばＣＤ用レーザ光線が固定レンズ４および
第２可動レンズ４４によって収差補正される。
【００３６】
　このように、本実施形態の光学装置１によれば、ガイド部材４６で可動部材４０を案内
することによって、可動部材４０に設けた異なる機能を有する２つレンズ４２，４４を光
線にそれぞれ合致させるようにしたので、波長の異なる複数の光線についてそれぞれ最適
なレンズで高精度の収差補正を行うことができる。また、ガイド部材４６は従来からの規
制部材１３０を変形するだけで応用することができるので、コストアップを招くこともな
い。
【００３７】
　次に、前記光学装置１の変形例について説明する。
　図４に第１変形例の光学装置６０を示す。この光学装置６０では、可動部材６２の先端
にガイドピン６４が突設されている。また、ベース部材２から延伸して可動部材６２の側
方を覆っている側壁６６の内面には、第１真直溝６８ａ、第２真直溝６８ｂおよび屈曲溝
６８ｃからなるガイド溝６８が形成されている。このガイド溝６８内に前記ガイドピン６
４が係合しており、ガイドピン６４がガイド溝６８に沿って移動することにより可動部材
６２が駆動軸１４を中心に回動するように案内されるようになっている。他の構成および
動作は、前記光学装置１と同様であり、その説明を省略する。
【００３８】
　次に、図５を参照して第２変形例の光学装置７０について前記光学装置１と異なるとこ
ろを説明する。
　光学装置７０には、可動部材４０を駆動するアクチュエータ８とは別に、もう１つのア
クチュエータ７２がベース部材２上に設けられている。このアクチュエータ７２は、ベー
ス部材２上に固定された重り７４と、重り７４上に伸縮方向一端が固定された圧電素子７
６と、圧電素子７６の伸縮方向他端が固定された例えば丸棒状の駆動軸７８と、駆動軸７
８に摩擦係合する移動体８０とから構成されている。移動体８０には、例えば真っ直ぐな
丸棒状のガイド部材８２が連結されており、このガイド部材８２が可動部材４０のＵ字状
切り込み部２８に緩く嵌り込んでいる。
【００３９】
　前記光学装置７０では、アクチュエータ７２の駆動軸７８がアクチュエータ８による駆
動方向に対して略直交方向に延伸している。これにより、アクチュエータ７２を所定のタ
イミングで駆動して移動体８０を駆動軸７８に沿って移動させることで、ベース部材２か
らのガイド部材８２の高さが変わり、その結果、可動部材４０が第１ポジションまたは第
２ポジションを採るように案内される。



(7) JP 4569237 B2 2010.10.27

10

20

30

40

50

【００４０】
　次に、図６を参照して第３変形例の光学装置９０について前記光学装置１と異なるとこ
ろを説明する。
　光学装置９０では、図６（ａ）に示すように、前記ガイド部材４６の第１真直部４８に
相当する第１真直ガイド部材９２と、前記ガイド部材４６の第２真直部５０に相当する第
２真直ガイド部材９４とが設けられているが、前記ガイド部材４６の屈曲部５２に相当す
る部分が存在せずに不連続部となっている。第１真直ガイド部材９２および第２真直ガイ
ド部材９４の可動部材４１に対向する各先端は、尖らせてある。
【００４１】
　一方、可動部材４１には、ガイド穴９６が形成されている。ガイド穴９６は、図６（ｂ
）に示すように、第１真直ガイド部材９２に対向する側が傾斜面９６ａによって拡張され
ており、第２真直ガイド部材９４に対向する側が傾斜面９６ｂによって拡張されている。
【００４２】
　前記光学装置９０では、アクチュエータ８によって可動部材４１が戻り方向に駆動され
るときには、第１真直ガイド部材９２が傾斜面９６ａによって案内されてガイド穴９６に
挿入され、これにより可動部材４１が第１ポジションを採る。一方、アクチュエータ８に
よって可動部材４１が繰り出し方向に駆動されるときには、第２真直ガイド部材９４が傾
斜面９６ｂによって案内されてガイド穴９６に挿入され、これにより可動部材４１が第２
ポジションを採る。
【００４３】
　なお、第１真直ガイド部材９２と第２真直ガイド部材９４との間の不連続部に対応する
位置では、可動部材４１の案内が一時的に解除されることになるが、その案内解除されて
いる間は可動部材４１が駆動軸１４を中心に大きく回動しないように何らかの方法で緩く
回動規制されていればよい。
【００４４】
　次に、図７を参照して第４変形例について前記光学装置１と異なるところを説明する。
　第４変形例では、光学装置１におけるガイド部材４６および可動部材４１のＵ字状切り
込み部２８が設けられておらず、アクチュエータ８の駆動軸１５が可動部材４７を案内す
るガイド部材を兼ねている。
【００４５】
　具体的には、駆動軸１５が断面Ｄ字状になるようにカット面１５ａが駆動軸１５の外周
面に形成されている。カット面１５ａは、駆動軸１５の圧電素子１２側から真っ直ぐ延び
て、駆動軸１５の中間位置で周方向位置がずれるように傾斜して、それから駆動軸１５の
先端側では再び真っ直ぐに延びている。駆動軸１５のカット面１５ａに平板状の摩擦部材
２７が所定の付勢力で圧接された状態で、前記摩擦部材２７が可動部材４７に連結されて
いる。
【００４６】
　この構成によれば、可動部材４７が駆動軸１５に沿って駆動されるとき、駆動軸１５の
カット面１５ａに摩擦部材２７が常に圧接された状態で移動することにより、可動部材４
７が駆動軸１５を中心に回動するように案内される。
【００４７】
　なお、この第４変形例において、前記光学装置１のガイド部材４６を併用してもよい。
【００４８】
　ところで、本発明は、上述した実施形態および変形例に限定されるものではなく、さら
に種々の変形が可能である。
【００４９】
　前記光学装置１等では、ガイド部材４６によって可動部材４０を案内することにより２
つのレンズ４２，４４を入れ替えるようにしたが、例えば３つ以上のレンズを入れ替える
ようにガイド部材を構成してもよい。
【００５０】
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　また、図８に示すように、可動レンズとして１つのレンズ４９中に例えば屈折率等の機
能が異なる２つのレンズ部（機能部）４２ａ，４４ａを設けたものを用い、ガイド部材４
６で可動部材４０を案内することによってこれらのレンズ部４２ａ，４４ａを入れ替える
ようにしてもよい。
【００５１】
　次に、図９を参照して本発明の第２実施形態の光学装置１４０について説明する。
　光学装置１４０は、電圧印加により伸縮する電気機械変換素子である圧電素子１４２と
、圧電素子１４２の伸縮方向一端に固定された重り１４４と、圧電素子１４２の伸縮方向
他端に固定された駆動軸１４６と、駆動軸１４６に所定の摩擦力で係合し、圧電素子１４
２の伸縮によって駆動軸１４６が変位することで駆動軸１４６に沿って移動する１つの可
動部材（光学部材）１４８とからなるアクチュエータ１５０を備えている。
【００５２】
　可動部材１４８には、光軸を有する１つの可動レンズ（機能部）１５２が保持されてい
る。
【００５３】
　駆動軸１４６は、圧電素子１４２側から所定距離だけ前記可動レンズ１５２の光軸方向
に真っ直ぐに延びる第１真直部１４６ａと、滑らから屈曲部１４７ａを介して第１真直部
１４６ａからずれて前記光軸方向に所定距離だけ真っ直ぐに延びる第２真直部１４６ｂと
、滑らかな屈曲部１４７ｂを介して第２真直部１４６ｂからずれて前記光軸方向に所定距
離だけ真っ直ぐに延びる第３真直部１４６ｃとを有する。光学装置１４０では、駆動軸１
４０が可動部材１４８を案内するガイド部材を兼ねている。
【００５４】
　続いて、前記構成からなる光学装置１４０の動作について説明する。
　アクチュエータ１５０による可動部材１４８の駆動原理は、前記第１実施形態のアクチ
ュエータ８と全く同じであり、ここでの重複説明を省略する。
【００５５】
　レーザ装置１５４からは、それぞれ異なる位置から波長が異なる例えば３つのレーザ光
線Ｌ１，Ｌ２，Ｌ３を平行に照射可能である。レーザ光線Ｌ１を照射するとき、可動部材
１４８を駆動軸１４６の第１真直部１４６ａで案内しながら駆動して位置決めする。これ
により、レーザ光線Ｌ１が可動レンズ１５２の光軸に合致する。
【００５６】
　レーザ光線Ｌ２を照射するとき、可動部材１４８を駆動軸１４６の第２真直部１４６ｂ
で案内しながら駆動して位置決めする。これにより、レーザ光線Ｌ２が可動レンズ１５２
の光軸に合致する。
【００５７】
　レーザ光線Ｌ３を照射するとき、可動部材１４８を駆動軸１４６の第３真直部１４６ｃ
で案内しながら駆動して位置決めする。これにより、レーザ光線Ｌ３が可動レンズ１５２
の光軸に合致する。
【００５８】
　このように本実施形態の光学装置１４０によれば、ガイド部材を兼ねた駆動軸１４６で
光学部材である可動部材１４８を案内することによって、可動部材１４８に設けた１つの
可動レンズ１５２の光軸を複数の光線にそれぞれ合致させるようにしたので、波長の異な
る複数の光線について常に可動レンズ１５２の光軸位置で高精度の収差補正を行うことが
できる。また、ガイド部材は従来からのアクチュエータの駆動軸を応用することができる
ので、コストアップを招くこともない。
【００５９】
　なお、本発明におけるアクチュエータは、電気機械変換素子を用いたものに限られず、
例えばボールねじ機構を介して可動部材が連結された駆動軸をモータで回転させるタイプ
のものであってもよい。
【００６０】
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　また、本発明の光学装置は、ＣＤやＤＶＤ用の光ピックアップ装置に限らず、例えばカ
メラのズームレンズを倍率に応じて入れ替えるなどの用途がある。
【図面の簡単な説明】
【００６１】
【図１】第１実施形態の光学装置の斜視図。
【図２】第１ポジションおよび第２ポジションにある可動部材を示す図。
【図３】ガイド部材に沿った可動部材の位置調整範囲を示す図。
【図４】第１変形例の光学装置の斜視図。
【図５】第２変形例の光学装置の斜視図。
【図６】第３変形例の光学装置の斜視図と可動部材の部分断面図。
【図７】第４変形例の駆動軸の断面図と斜視図。
【図８】１つのレンズに２つのレンズ部を設けた例を示す図。
【図９】第２実施形態の光学装置の概略図。
【図１０】従来例の光学装置の斜視図。
【図１１】アクチュエータの駆動原理を示す図。
【図１２】駆動軸の変位を示す図。
【符号の説明】
【００６２】
１…光学装置
４…固定レンズ
８…アクチュエータ
１０…重り
１２…圧電素子（電気機械変換素子）
１４…駆動軸
４０…可動部材（光学部材）
４２…第１可動レンズ（機能部）
４４…第２可動レンズ（機能部）
４６…ガイド部材



(10) JP 4569237 B2 2010.10.27

【図１】 【図２】

【図３】

【図４】

【図５】



(11) JP 4569237 B2 2010.10.27

【図６】 【図７】

【図８】

【図９】

【図１０】

【図１１】



(12) JP 4569237 B2 2010.10.27

【図１２】



(13) JP 4569237 B2 2010.10.27

10

フロントページの続き

(72)発明者  葛城　廣治
            東京都八王子市石川町２９７０番地　コニカミノルタオプト株式会社内

    審査官  登丸　久寿

(56)参考文献  特開平０２－１０１４１０（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００２－１８９１６５（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００３－０５７５２１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００４－２５２４７６（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００４－０７７７０５（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｇ０２Ｂ　　　７／０８　　　　
              Ｇ１１Ｂ　　　７／１３５　　　


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

